アスベストＱ＆Ａ（予想される制度に関する質問相談内容）
Ｑ１、石綿関連疾患に罹ったので、労災申請したい。どうすればいいですか？（図１～７）

労働者である（あった）場合は、労災保険の枠組みでの給付となります。労災保険給付を受けるためには、労働者本人または遺族が労働基準監督署に対し、労災保険給付の請求をしなければなりません。請求を受けた労働基準監督署は、それが労災の給付要件に該当する業務上の疾病に該当し、法律上労災保険給付をすべき原因によるものか否かを調査して判断します。その病気が、労働者が従事した業務によって発生したものであれば認定されるわけですが、労災に該当するかどうかの最終的な判断はあくまで行政側が行なうことになります。

Ｑ２、労災の時効が無くなると聞きましたが本当ですか？（図８）

労災保険の請求には時効があり、療養・休業補償は2年、障害・遺族補償は5年で時効が成立し、労災保険の請求ができなくなるというのが基本です。アスベスト新法により、死亡から5年経過した遺族補償については、特別遺族給付金というかたちで救済がはかられることになりました。2006年3月20日から申請受付が労働基準監督署で始まっています。ただし、この救済制度も請求ができるのは2006年3月27日から3年間と限定されています。そして生存者の療養、休業補償の時効（2年）については対応はなされていません。

Ｑ３、家族が中皮腫で死亡した。労災手続きをしたいが、どうすればいいですか？（図９）

家族の場合は労災保険の対象ではないので、アスベスト新法での申請となると思われます。中皮腫と診断されているので対象疾患に該当します。環境省地方環境事務所等が申請の窓口となっているので、お問い合わせ下さい。

Ｑ４、石綿新法の内容を教えてください。（図１０～１１）

「石綿による健康被害の救済に関する法律」（いわゆる石綿新法）が2006年2月3日に成立し、3月27日から施行されました。この法律での救済の対象は、「石綿による健康被害者であって、労災補償による救済の対象とならない者」とされているように、労災保険の枠組みでは救済されない、地域住民や労働者の家族などの環境暴露や、労災保険の時効による受給権消滅に対する救済を定めたものです。救済給付の内容は、①治療中の患者に対しては、医療費、療養手当、②亡くなった労災対象外の遺族に、葬祭料、特別遺族弔慰金、③労災時効の遺族に、特別遺族給付金、がそれぞれ給付されます。しかし新法での救済対象疾患は、中皮腫・肺がんの2疾患に限定されていること、給付内容や給付額についても労災補償に比べて極めて低い水準にとどまっているなど、不十分な内容となっています。

Ｑ５、「健康管理手帳」はどのような場合に交付されますか？その手続きは？（図１２）

過去に石綿を扱う作業に従事し、離職の際または離職後の健康診断で、石綿による一定の所見がある場合には、住所地（離職の際は事業場）の都道府県労働局に申請することにより、健康管理手帳が交付されます。手帳が交付された場合は、その後、無料で定期的に健康診断を指定の医療機関で受けることができます。

Ｑ６、ここ最近の労災認定等の状況はどうなっていますか？（図１３～１７）

厚生労働省発表によると、肺がんの労災認定数は、2002年度22件（請求34件）、2003年度38件（請求39件）、2004年度58件（請求61件）、2005年度219件（請求712件）、中皮腫の労災認定数は、2002年度56件（請求61件）、2003年度85件（請求77件）、2004年度128件（請求149件）、2005年度503件（請求1084件）となっています。また新法で労災時効に対する「特別遺族給付金」の申請は1203件、認定119件です。「石綿健康管理手帳」の発行数は、2004年12月までの累計で642件であったのに対し、2005年1年間だけで4390件にも上っています。新法のうち「労災外の一般住民・家族」への補償は、申請2710件、認定209件（中皮腫207件、肺がん2件）です。（2006年6月現在）

